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円高以降のわが国の貿易構造は，輸出の停滞の一方で，製品輸入が増大し，

さらIL企業内貿易の拡大など大きく変貌している。また国際物流もコンテナ

化や航空輸送化が急速に進むとともに，従来の日本を起点とする物流形態か

ら三国間輸送などの形で多様化が進んでいる。さらに製造業の海外進出に伴

い，物流子会社やフォワーダーの海外進出も活発化している。本稿では，第

1 ＇ζ国際貿易の環境変化の特色，第2I乙荷主企業の国際物流市場への参入の
構造，第3Iζフォワーダーの国際物流への取組みと海外進出 ー などを考察

するものである。
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2. 生産の国際化とその構造

2 1. 貿易構造の変化

(1）輸出

わが国の輸出は， 1960年代後半から重厚長大型の鉄鋼，造船などが中心で

あったが， 1970年代後半以降，自動車，電機等の加工組立型業種を中心に大幅

に伸びだした。その結果，貿易収支の黒字基調，ひいては対外的な貿易摩擦

を発生させる乙とになった。と乙ろが，1985年のGS以降の円高ドル安基調

によって，輸出は新たな局面を迎えた。すなわち，第 ll乙高付加価値商品を

中心としたi輸出の拡大，とくに機械機器が従来以上にそのウ ェートを高め，

1987年には輸出額全体の4分の3を占める乙とになった。さらに日本企業の海

外進出に伴って自動車，電子機器等の完成品の輸出が減少してきた。

第2は，アジアNI E S等l乙対する資本財，部品の輸出の増大である。近

年，対米輸出の地位が相対的K低下し，代わって東南アジア， EC向けの地

位が向上している。乙れは米国との貿易摩擦の激化に対応して輸出先の分散

化が図られている乙とと，アジアNI E S等lζ対する直接投資の増大から現地

生産問の資本財・部品の供給が増大しているためである。

(2）輸入

従来のわが国の輸入は，原燃料中心であったが，最近では製品輸入の割合

が大幅に高まり，輸入構造の変化が著しい。 1975年に2096であった製品輸入比

率（ドノレベース）が1988年には49%に達している。とくに素材製品（鉄鋼，

化学品，繊維，石油製品等） ，消費財（衣類，家電製品，乗用車等）が大幅

lζ増加している。

乙のような製品輸入増の背景としては，円高の進展による乙との他K，ア

ジアNI E Sなどへの海外直接投資による現地生産品の逆輸入や開発輸入，

部品類の海外調達が促進されているためであり，加えて園内で進む需要増l乙

対して国産品を代替する形でも輸入が増加している。このうち現地生産品

の逆輸入は，経済企画庁の調査によると，1987年末現在で海外現地生産を行
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っている製造業の約16%の企業が逆輸入を行っている。乙の他， EC諸国を

中心とするブランド商品の輸入，海外OE M生産品の逆輸入などの方法でも

輸入が増加している。I)

2-2. 生産の国際化と企業内貿易

(1) 生産の国際化

日本企業の海外進出は，従来相手国との貿易摩擦を回避する形で行われて

きた。と乙ろが円高以降の海外進出は，企業の採算性を理由としたものが多

くなっている。製造業の海外直接投資でみると1970年代後半から85年度まで

は20億ドノレ前後から25億の水準に推移していたものが， 1986年度には38億ド

ノレ，さ らに87年度80億ドソレ弱にまで急増している。

また，製造業の海外生産比率（企業の内外総生産額に占める海外生産額の

割合）は， 1987年度の 3.Hぢから 5年後の1992年度には6.2%にまで上昇す

ると見込まれている。さらに海外生産を行っている企業に限ると， 87年度の

8. 7 96から92年度見通しでは12.1 96となっている。2)

ζのような企業の海外進出を段階的にみると，①輸出中心， ②海外販売網

の設置，③生産基地の海外立地， ④経営資源の海外移転， ⑤世界規模での経

営戦略の展開 ー という順で進展する。日本企業の国際化は第2段階から第

3，第4段階』ζ進み，従来の輸出一辺倒の企業行動に変化がみられている。

さらに日本企業が米国で生産した自動車が日本へ逆輸入されるという第5段

階の企業も現れている。

(2) アジアNI E S における生産拠点

近年，日本企業の海外生産に占めるアジアNI E Sの地位が急速に高まっ

ている。その理由として，①円高lζ伴いNI E S における生産コストが有利

化している。②太平洋地域を lつの市場として，技術集約部門を圏内で，労

働集約部門をアジア地域で分担するという企業内国際分業の展開，①アジア

NIE S各国が外国企業の投資促進に努めている乙と，があげられている。

ζの乙とは，日本企業がNI E Sの低賃金（とくに韓国，台湾）を利用して，

日本および第三国への輸出の拡大を図ろうとするものであるf
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さらに『経済白書』でいう「水平貿易Jとの関係でみると，普及品を中心

とした低価額品はアジアNI E Sから現地生産品を輸入し，日本国内では高

付加価値品に特化した生産を行う傾向にあり，また，現地生産でコアとなる

部品は日本から供給する一方， h圏内生産はアジアNI E Sから周辺部品を調

達するという新たな国際分業体制が進んでいる。6）その意味で乙の「水平分

業」は，日本の多国籍企業による企業内国際分業であり，垂直分業的要素を

前提とした分業といえる。

(3) 企業内貿易の拡大

企業内貿易（取号｜）とは， 多国籍企業としての親会社が複数固に配置して

いる海外子会社を親会社の支配下に置いて，全体として利潤の拡大を図るた

めの国際分業関係であり，企業内国際分業ともいわれる。乙の企業内貿易は

親会社 一 子会社間および海外子会社相互間の企業内国際取引を拡大し，既

存の貿易構造を大きく変容させるものである。

『通商白書』では，企業内貿易について次のように説明している。

多国籍企業が世界的視野に立って，各拠点で調達・生産・販売を効率的に

行い，乙れによって工程間分業（垂直的企業内分業）を増大させる。また，

企業が2カ所で、全く 同じ製品を生産するという非効率的な乙とは避け，拠点

間で製品差別化分業（水平的企業内分業）を行おうとする。さらに企業内貿

易の拡大は，国際分業を通じて世界経済に大きな影響力を有し，とくに発展

途上国における多国籍企業活動は， 資本供給，技術移転を通じて当該国の工

業化に寄与している。7)

表 2-1は，製造業の企業内取引比率（親会社の輸出入全体K占める海

外子会社との輸出入比率）を業種別に示したものである。親会社とその海外

子会社との企業内貿易を1983年度でみると，輸出で30%，輸入で21%を占め

ている。業種別では，輸送機械， 電気機械，精密機械，雑貨・その他が企業

内比率が高くなっている。

さらに1986年度における日本の多国籍企業（製造業）の関連輸出額は1876

億ドノレで， ζのうち企業内取引は 724億ド‘ル（38.6 %）である。また，日本
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企業（製造業）の海外子会社の日本向け販売額の80%前後（1986年度）は，

同一企業夕、jレープ内取引である。乙の海外子会社の日本向け販売は，日本側

からみれば逆輸入的性格をもっている。

乙のように海外子会社の企業内取引は近年増加傾向にあり，その対象品目

の多くが最終消費財であるため，親会社の開拓した世界的なネットワークに乗

せた販売活動を行っており，それ故，海外子会社lζは高いマーケティング

能力も必要とされる。とくに先進国にある子会社に輸出する場合，再販

売が多く，次いで加工組立である。10）乙れは多国籍企業が海外子会社を販売

基地として位置づけ，現地販売やその他の第三国への販売を進めている乙と

を意味する。

表2 2は，本社企業（親会社）の業種とその海外子会社の業種がどのよ

うな関係にあるかを示したものである。海外子会社（現地法人） 5,342社の60

9ぢ（ 3,227 社）は本社企業が製造業であり， 27~ぢ（ 1,446社）は商業である。本

社が製造業である企業のうち，海外子会社の58%が製造業であり， 33%が商

業である。つまり本社が製造業でありながら海外子会社が商業を営んでいる

ものの比率が高い。なかでも一般機械，電気機械，輸送機械の業種は海外子会

社が商業である割合が高い。 ζれらの業種は技術的に高度の商品で＝あり，そ

れだけ販売活動に重点がおかれている。 したがって，海外子会社（とくに先

進国の場合）は生産機能もさる乙とながら，それ以上に親会社の輸出拡大の

ために商業投資を行い，販売拠点を確保し，さらに流通機能の整備，自社ブ

ランドの浸透，アフターサービス網の整備に力をいれている1110

表2-1 我が国製造業の企業内取引比率
(ljl(主•，）

海外子会社へ
製造業全体 粉也、機械I~I l~ の輸出比三事 fヒ 学 一般機械 電気機械 輸送機械

そσ〉（也
1973年度 24.3 10.3 21.0 35.4 31.1 37 .4 

78年度 26.2 22.9 26.9 48.8 26.2 

83年度 29.8 19.5 12.6 24.8 45.3 38.7 40.1 

海外子会社か

らの輸入比率

1973Sfo皮 7.6 5.1 20.2 27 .4 13.8 11.1 

78年度 16.2 11.9 38.1 61.0 5.2 47 .6 20.3 

83年度 20.9 8.0 20.0 41.9 34.3 32.1 11.3 

盗外子守士への持出戸注海外子会社への蹴出比率＝ 訟soーの扇也7占
海外子会社への輪出比率＝海外接l¥o5品交喜入襟
資料通商産業省「我が国企業の海外事業活動J各年度版

出所 『通商白容」 1986年版， p.238 
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表2-2 本社企業と現地法人の業穫分布 （現地法人数）

』見地祉、人 製 造業
商業

その他

本社；＼＞：＼＇！ 一般機械 iii気機械愉送機械その 他 共合，，lj

1,883 186 505 250 942 1,064 3号227
製 一般機械 205 173 5 12 15 213 449 

造 電気機威 490 3 467 7 13 271 791 

業 愉込機械 247 1 14 229 3 111 402 

その 他 941 9 19 2 911 469 1,585 

1l¥i j長 336 10 29 22 275 877 1,446 

その［也共合，H 2,241 197 534 272 1,238 l, 984 5,342 

,Jo 19純1;<FJII A、＇1~ （1ト

/I',川 J也崎 町，＇！＜ $政耳＇~.／ I •,I際企；；，.県知 l~かいlf,o、主的海外＇iitι品企11 ri.ss<n 1’122よリfl'I且

3. 荷主の国際物流戦略

3-1. 荷主と国際物流

一般に物流市場は，他人物流（Common Carrier）と自家物流（Private

Carrier）の2つに大別される。乙れを荷主企業（主として製造業）の立場

からみると，前者は，荷主企業の物流を物流専業者に委ねる方法であり，後

者は荷主が自ら行う方法である。さらに後者は，荷主企業（親会社）が直営

する場合と物流子会社を通じて行う場合がある。また，前者の他人物流の変

形として，荷主の影響力の強いContract Carrierがある。自家物流にζの

Contract Carrierを含めて荷主物流というととができる。

以上の物流が国際間で展開されるのが国際物流であり，今日の生産の国際

化lζ伴って，荷主による国際物流市場への参入が活発化している。とくに石油

危機以後，製造業は生産段階における合理化が極度lζ進んだ乙とから，新た

な物流コストの軽減策lζ力をいれるとともに，それを岳民iな経営戦略として

位置づける企業が増えている。

3 2. 国際物流の概念 一国際物流とロジスティックス

物流が経済財の供給者から出袋者への移動lζ伴う諸活動の総称であるとす

れば，乙れが異なる固との問（つまり国際問］）で行われるのが国際物流であ

る。また，国際貿易取引を完結させる意味では貿易物流ともいわれるが，前

者が一般的であろう。

なお，国際物流は二国間物流，多国間物流として空間的広がりを持ち，さ
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らにその領域が調達 ・生産 ・販売の物流からなっている。

と乙ろで，近年，企業の物流システム化lζ関連してロジスティックス

(Logistics）という概念が経営戦略上注目されている。乙れは本来軍隊用語
たん

で兵砧を意味し， ]Iの補給活動を行う ζとで，企業経営ではビジネス ・ロ ジ

スティックスともいう。従来の物流管理が製品の流れのみをおもな対象と

していたが，乙のロジスティックスは原材料の調達から半製品，製品までの

すべての物流（し、わゆる川上から川下まで）を企業経営全体の中で戦略的に

とらえる考え方である。商流と物流を一元化し，生産・調達計画を有機的に

連動させ物流のトータノレ・コスト削減を狙うものである。

このロジスティックスを国際間で展開するのが国際ロジスティックスであ

る。つまり，工場の配置，倉庫や配送センターの拠点化， 原材料の調達 ・購

入，半製品 ・部品 ・完成品の保管および輸配送などを2国間以上にわたって

行われる乙とで，多国籍企業にとってとくに重要な戦略である。日本の多国

籍企業にとっても，生産の国際化が急速に進展するなかで，本国と海外生産

拠点あるいは海外生産拠点相互間を結ぶ国際物流体制の確立を目指している

（なお，乙乙で使う国際物流lζは，上述のロジスティックスの概念を含意し

たものとする）。

そ乙で，乙のロジスティックスとしての国際的な生産 ・調達 ・販売の内容

をもう少し詳しくみよう。 13）まず生産面の戦略としては，①工場立地の選定

（土地・労働力・ 資金の確保，市場性など），②国際的な生産の分担（品目

別，生産工程別）とその総合化， ①商品（部品 ・製品），包装などの標準化，

規格化である。調達面の戦略は，①原材料の調達 ・確保，②海外工場相互間

での部品 ・半製品・製品の交換（企業内国際取引）と外部からの調達など。

販売面では，製品の国際間での融通，サービス部品のス トッ ク・ポイントや

デポ等の設置 ・確保，製品 ・部品の在庫管理，輸配送などであり，国際マー

ケティン夕、戦Ill各と表裏一体の関係にある。

3-3. 荷主による国内物流拠点整備

国際物流のノードとしての港湾と内陸部のストッ ク・ポイン 卜やデポに注

目したい。荷主企業は，荷主単独，物流子会社の設立あるいはフォワーダー



56 生産の国際化と国際物流 荷主とフォワーダーの海外進出

との提携などの方法でわが国の内外で国際複合輸送の拠点整備を進めて

いる。首都圏の港湾では東京港の大井埠頭，川崎港の東扇島，横浜港の大黒

埠頭なと、への荷主企業の進出が活発化している。東京港の大井埠頭には外貿

コンテナ用のLc L混載貨物のコンソ リデーションの基地などとして倉庫，

上屋が多数整備される乙とになっている (1990年までK40棟）。そとには，

日本電気，伊藤忠商事，アノレフ。ス電気などの企業が進出する乙とになっている。

日産自動車の物流拠点の事例で紹介してみよう。同社は本牧，追i兵，メlj回の3

カ所lζ車両輸出基地を有し，本牧と追浜は専用埠頭である。乙のうち本牧は完

成車の船積み，保管基地として， 3棟の車両保管棟と，自動車専用船の接岸

用2パースを持つ他K，海外工場向けKD工場を備えている。 1987年におけ

る同社の輸出は， CK Dを含めて 113万8,000台であり，そのうち本牧から

は欧米向けを中心に完成車の3割を出荷している。また海外21カ国の組立工

場に向けてCK Dを圏内4カ所のKD工場で梱包しており， 1987年にはCKD

輸出の5096は本牧のKD工場でまかなっている。14)

3-4. 荷主の海外物流戦略の事例

乙乙では荷主の自家物流の動向に注目して，製造業の物流子会社などによ

る海外進出を事例的に考察する。

わが国の製造業は従来，海外販売依存度の高い輸出型産業が中心であった。

そのため，圏内同業他社との競争が激しく，その結果，製品の生産・販売・

流通の全過程にわたるコスト削減を強く推進しようとする。加えて近年の円

高以降は，海外lと生産拠点が分散し，日本の園内工場を起点、とする従来の貿

易形態が大きく変貌をとげようとしている。輸出中心型企業の海外戦略は，

国内外を一体化した物流のシステム化，最適輸送手段の選択，適正在庫の維

持などを一段と重視する乙とになる。従来，乙れらの輸出企業の海外物流シ

ステムは日本の圏内工場で生産した製品を海外各物流拠点ζとに分散輸送し，

そ乙からさらに各販売店へ配送する方式が多かった。それが最近では主要な

物流センターへ貨物を集中させ，そ乙からデパンニングして，仕向地別，納

期どとに配送するシステムが多くなっている。
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乙れは拠点集中輸送による海上輸送コス卜の削減を図るとともに，集中管

理方式で在庫の圧縮と内陸輸送の合理化を図り，それによって物流のト ータ

ノレコストの削減を実現し，より多くの利益を確保しようとするものである。

そζで次に個別企業（主として電機メーカー）による国際物流参入の事例

をみよう。

物流子会社としては，大手であり，コモン・キャリアとしての実績もある

日立物流や東芝物流は，海外lζ現地法人を設立し，親会社の海外生産化の動

きに対応した物流システムの戦略を図っている。

前者の目立物流の海外進出をみると， シンガ、ポーノレ（1976年設立，以下同

様），米国（1987年），香港 (1988年），西ドイツ（1989年7月）にそれぞ

れ現地法人を設立し，目立グループが現地で生産する電気製品，部品の包装，

保管，輸送なと‘の物流業務lζ携わっている。西ドイツの現地法人は， 1992年の

欧州共同体 CEC）市場統合を前に欧州、［IC進出するもので， 目立夕、ノレープ向

け貨物の取扱から始め，グループ外の顧客も開拓していく乙とになっている。

上記2社に比べてより自家物流の性格の強い事例として松下電器とソニー

の国際物流戦略を紹介しよう。

松下電器の貿易商社である松下電器貿易は，米国での販売流通に関する物

流管理体制強化のために，全米14カ所に散在している内陸デポを4～5カ所

に集約し，それによって二重投資の回避や内陸輸送コストの節減を図るとと

もに，在庫ゼロ，即納化をめざしている。乙れは直貿メーカ一系商社による

国際物流拠点整備の例である。

次はソニーの海外物流戦略である。ソニーは同社の物流子会社ソニー倉庫

を1962年に設立し， 1988年10月より社名をソニーロジスティックスに改める

とともに，ソニーグループの物流管理を強化している。 1988年11月lとはシン

ガポールにソニーロジスティックスの海外子会社を設立し，アジア地域にお

けるソニーグループの物流を総合的に管理する ζとになった。ソニーは1962

年にソニー ・ホ ンコンを設立して以来，シンガポーノレ，マレーシア，タイに

販売会社を設けて幅広い販売活動を展開している。生産部門でも台湾，韓国，

マレーシア，シンガポーJレ，タイの5カ国lζ9工場を稼働させている。シン



58 生産の国際化と国際物流一荷主とフォワーダーの海外進出

ガポーノレの新会社は乙の生産・販売の拡充lζ伴う物流量の増加に対応して物

流業務を集約するものである。ソニーは乙れまで海外の各工場ζとに物流担

当者（ソニーロジスティックスより派遣）が個々に物流業務を担当していた

が，乙の現地の新会社設立によってソニーグループのアジア地域工場への資

材調達物流と同工場からアジアを始め欧米，中近東，アフリカ向けの製品物

流を管理する拠点となる。16)

乙のように荷主企業は，多国籍企業として世界各地のより安いと乙ろから

資材 ・部品などを調達し，最適地で生産し，より有利な条件でより有利なと

乙ろへ販売するという夕、ローパノレな経営戦略のなかで国際物流のシステム化

を図っているととが分かる。

4. フォワーダー海外進出

4-1. 海外進出の概要

フォワーダー（主として広義の運送取扱人）が海外に進出する形態は，①

現地法人の設立，②現地法人との合弁 ・提携，①駐在員事務所の設立，など

であり，いわゆる海外子会社（拠点、）の設立の ζとである。 JIFFA17lの調査

(1986年末現在）によると，会員 128社（日本のフォワーダーの大部分をカ

表4-1 主要物流業の海外進出状況

{t: コ位 名 現 地 法人 合弁会社 駐在員事務所

日 本通見Ji 17 4 
ジトュラーンロスコ，，ン－テナI 8 3 

近鉄航空t't物 7 2 

*・ j些 il~ ill! 3 5 
I~ 割I 7 

三 菱 :frHi. 4 3 ,,, JL 1 5 
J:. *1l 3 2 

三 ）｜ーか Mi 1 4 

住友 :IrW 2 2 
こj三徳 ill!輸 2 2 

i!fJ i也 J逆 輸 2 2 

注 I）現地法人と合弁会社の合計数の多い順IC配列
2）阪急交泊社は，駐在貝事務所由みで17拠点を保有しているが．現地法人が少
ないので除いた。

3) 1987年3月31日現在．ただし．現地法人は1986年12月31日現在
出所 JIFFA 『国際物資給送に関する翻悲報告暫』(1987年3月）より作成

12 

5 
5 
5 
6 
2 

3 

8 
3 
5 
4 
4 

:ti・ 

33 

16 
14 

13 
11 
9 

9 
13 

8 
9 

8 
8 
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ノイーしている）のうち， 415'ぢにあたる53社が海外lζ拠点をもち， 279払 34社

が現地法人を設けている。

海外進出を時系列でみると， 1962年から海外進出が始まり，石油危機の

1973年以降， 次第lζ増加し，とくに1985,86の両年には急増している。乙の

時期は80年代からの貿易摩擦lζ加えて， 85年以降の円高問題によって，本格

化した製造業の海外進出に呼応するものといえる。

4 2. 個別企業の海外進出

表4-1.は海外進出件数の多い上位12社を進出形態別にまとめたものであ

るが，それによると，とくに進出件数の多い企業は，日本通運，ジューロ・

コンテナ・トランスポート，近鉄航空貨物，名港海運などである。乙れらの

企業はいずれも大手であり，いわばフォワーダーにおける多国籍企業ともい

えるものである。

次Iζ，迎輸業界最大手のフォワーダーである日本通運の海外進出について

みよう（「東洋経済」の 『日本企業の海外総覧 1988年版一』 のデータによ

るので前述の JIFFAの数値と一致しない）。日本通運は， 1962年にまず米国

への進出を果たし，以来， 70年代に7つの現地法人（合弁を含む）を設立（う

ち4カ所が対米進出） ' 80年代lζは，欧州向けを中心に12の現地法人を設立し，

進出件数が近年増加している。さらに日本通運の海外現地法人の事業内容を

みると (1987年3月末現在j，運輸業が圧倒的に多く， 21の現地法人のうち

18を占めており（旅行業との兼業を含む），残りは旅行業のみの単独事業を

行っている。乙れを投資目的でみると，現地・第三国への販路拡大が大半を

占めている。乙の日本通運の投資目的は，わが国製造業の海外進出先での販

売活動に対応した物流活動のための進出といえよう。

なお，日本通運の最近の国際物流拠点づくりの展開を少しみよう。例えば

同社は，シンガポーノレに大型倉庫を建設し (1989年末に稼働j予定），東南ア

ジアでの物流拠点強化に乗り出している。ζれは日本企業の進出で日本一東

南アジア閣の貨物量が急増し，現地工場向けの部品，製品のストックポイン

卜としての倉庫需要増lζ対応するものである。間
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さらに，日本通運は1992年のEC市場統合による域内各国の通関，物流障

壁がなくなる乙とを見越し，域内各国を結ぶ自社の国際トラック輸送網の整

備を始めている。とくにオランダ・ロッテノレダムー西ドイツ・フランクフノレ

ト聞など輸送量の多い幹線について自社輸送網をつくる乙とにしている。乙

れによって日本通運の海外支店相互間や海外提携先相互間などの三国間輸送

拡大lζ備える乙とになる。また対日本向け輸出貨物の急増lζ対処して欧米発

の国際複合輸送サービスを89年5月から開始し，自社の一貫輸送体制を強化

している。19)

5. むすび

海外進出による生産の国際化は，日本を起点とする従来の貿易 ・物流構造

を大き く変容させており，国際物流lζ携わるフォワーダーにも大きな影響を

及ぼしている。以下ζれまでの叙述を要約するとともに若干の問題点を指摘

しTこし、。

(1) 多国籍企業による海外進出は， 単に工場を海外に移転するのみならず，

アジアNI E Sなどの価格の安いとζろから資材・部品などを調達し，最適

地で生産し，最も有利なところで販売するというグローパノレな経営戦略を目

的として展開している。乙のような生産の国際化は圏内産業の空洞化 （国内

工場の集約化，国内生産の縮小など）を招くとともに，物流需要の空洞化を

もたらす懸念がある。つまり製造業の生産拠点が海外に移転分散すれば，と

くに日本発着の物流需要が減少し，フォワーダーの業域や職域lとも影響しか

ねない乙とである。これは港湾などのターミナノレで、の物流需要についてもい

える乙とである。

(2) 生産の国際化は企業内貿易を拡大させ，それに伴い企業内国際物流も活

発化させるととになる。とれは調達，生産，販売に至るまでの物流を荷主自

ら直接コン トローノレするいわゆるロジスティッ クスとしての物流戦略であり，

荷主の国際物流市場への参入を意味している。つまり荷主は，子会社を通じ

て内外の物流拠点への投資あるいはフォワー夕、ーとの提携などで国際物流へ
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の影響力を強めている。前者はし、わば自家物流としての性格をもち，後者も

コントラクト・キャリアの要素をもっている。乙のような荷主の国際物流へ

の参入は，換言すれば荷主＝多国籍企業による国際物流の包摂であり，国際

物流におけるコモン・キャリアの市場を相対的lζ縮小させるとともに，コモ

ン・キャリア市場でのフォワーダー相互間の競争を激化させるものである。

(3) 生産拠点が海外へシフ 卜する乙とκよって海外で発生する物流需要が増

大し，フォワーダーはそれを求めて海外へ進出する乙とになる。乙れは次の

ような問題を惹起せしめる。第 lkフォワーダーの海外進出が荷主の海外生

産lζ追随している乙とである。つまり物流需要は本来荷主の本源的需要に依

拠しているという宿命的な問額でもある。第2Iζフォワーダーの海外進出が資本

力などから大企業中心lζ進んでおり，海外進出l乙出遅れた中小フォワーダーにと

っては大手との企業間格差が広がり，いわばフォワーダーの二極分解現象が

生じつつある。第3はフォワーダーが総合物流業化への対応が迫られるなか

で，業際・業種の競合が一段と厳しくなり，それが大手と中小との新たな格

差拡大の要素ともなっている。乙れらの結果，フォワーダー業界でのサパイ

パノレ競争が相対的に激化する傾向にある。 (1989.7. 23) 
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